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くなって欲しい」、「賃金カットはいやだ」、「失業の増加は犯罪増

加など社会不安につながるから困る」など、成長期待と同根の感情を持ってはいても、マ

クロの成長率には実感が伴わない。これは政治家、政策当局、エコノミスト、メディアの

責任で、経済成長によって何が良くなるのか、説得力をもって明確に語ってこなかったと

いう影響が大きい。 
そして今日、経済成長に対しては従来以上に懐疑的、否定的な論評が横溢している。そ

こでは、「経済成長は人間を幸福にしない」、「経済成長は社会的なひずみを拡大する」と主

張される。果たしてそうだろうか。経済成長に対する反感は概ね 3 タイプに分類されるこ
とは本文で述べた。「成長悪玉論」、「低成長容認論」、「低成長不可避論」である。 
 「成長悪玉論」では社会悪の多くを経済成長の帰結と見なす。しかし、環境破壊や所得

格差の拡大をすべて成長の帰結と考えるのはおかしい。「低成長容認論」は読んで字の如し

だが、年金制度など社会保障システムはある程度の経済成長がないと維持できない。低成

長を受け入れることは、取りも直さず福祉水準の低下を受け入れることを意味している。

「マイナス成長不可避論」の主な根拠は労働力の減少だが、資本蓄積と技術進歩によって

相殺可能である。マイナス成長の常態化という見通しは悲観的過ぎる。悲観シナリオが支

配すると、経済主体の萎縮を通じて実際のパフォーマンスも落ちてしまう。悲観シナリオ

が経済主体の気分を通じて実際のパフォーマンスに悪影響を及ぼすこと、それに基づいて

さらに悲観論が広がるというスパイラルに陥ってはならない。 
 また、最近のアンケート調査によると、成長の結果もたらされる所得の増加は人々の幸

福感と結びついている。幸福感が経済的な要因だけで説明できないことはもちろんだが、

所得の多寡や経済的余裕は決して幸福感と無関係ではない。 
 では成長の原動力は何か。「今日の消費を犠牲にして明日の生産を増やす」途上国モデル

ではなく、「今日の豊かさを実感することがそのまま明日の繁栄をもたらす」成熟経済モデ

ルが望ましい。それは消費主導経済であり、「消費が投資を誘発し、消費者ニーズが技術進

歩を促す」経済である。現在、消費が伸び悩んでいる主な理由は、若年層の不安と中高年

層の不満である。特に、所得や資産水準の高い中高年層がサービス分野に抱く不満は大き

く、健康、医療、レジャーなどの選択肢拡充は確実に消費全体を押し上げる。詳細は、長

島（2004a， 2004b）に詳述した。 
 弱者保護や環境対策など社会政策はもちろん重要だが、政治家も官僚もプラス成長を見

据えた経済政策を直視すべきではないだろうか。規制緩和、商法改正、郵政改革といった

諸問題も成長への処方箋と再定義し、明るい将来を堂々と語るべきではないだろうか。 

６．結び 
 
 高度成長期に現れた「くたばれ GNP」に代表されるように、経済成長に対する懐疑や反
感は従来からしばしば表明されてきた。経済成長率はピンとこないという問題もある。個

別には、「自社の業績が良
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